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「特定口座制度」の改善・簡素化について

○ 株式譲渡益課税は来年１月から申告分離課税へ一本化されるが、それと合わせて、投資家の申告負
担を軽減するため、新たに「特定口座制度」を導入予定。

（注）特定口座制度：

① 特定口座内の取引について「年間取引報告書」が発行され、投資家は簡易な申告が可能となるほか、

② 投資家が特定口座内の取引に対し源泉徴収を行うことを選択すれば、その分の申告を不要とできる。

○ 先月（９月）から特定口座の開設申し込みが始まったが、新証券税制は複雑で分かりにくいとの
批判に対応し、制度の円滑な実施を図る観点から、財務省・国税庁・総務省による「特定口座実施
円滑化プロジェクト・チーム」を設置し、日本証券業協会及び全国の証券会社（１７社）に対するヒアリング等
を通じて問題点の早急な洗出しと改善措置を検討してきた。

○ 「特定口座制度」を、投資家の利便を向上させる観点から、①より簡素に、 ②より使い勝手を良
くするため、広範な要望項目の殆どに前向きに対応することとし、検討結果の公表後、運用面の措
置は速やかに実施（１１月中旬目途に政省令、通達を改正）するとともに、法律事項は次期通常国会
にて所要の対応を図ることとしたい。



「特定口座制度」の主な見直しの概要

○ 今後の予定：１１月中旬を目途に政省令等で対応できる項目は速やかに措置し、法律事項は次期通常国会で対応を図る。

○ 下記の項目以外についても、各方面の要望を踏まえ、１５年度税制改正過程において、引き続き、更なる見直しを行う。

現行制度に対する投資家の反応 見直しによる対応（概要）

（特定口座の仕組みの簡素化）

○ 源泉徴収方法の見直し ・ 「申告が不要になる」と言われて特定口座 ・ 源泉徴収税額を毎月国庫納付する現行の仕

（源泉徴収あり）を利用しようと考えたが、 組みを改め、平成１６年１月から年間分を一括

税金が「とられ過ぎ」となるケースが生ずる して国庫納付する仕組みとする（年間分一括

ため、結果的に還付申告が必要となってしま 納付方式）。

う。 また、取引毎に譲渡益の洗替えを行い、そ

の都度、既徴収税額から投資家口座への返還

を行う仕組みとする。

この結果、源泉徴収税額の「とられ過ぎ」

が解消し、その分の還付申告が不要となるほ

か、投資家の手元資金の保持にも資すること

となる。

（注）平成１５年分の源泉徴収税額については、

その分の還付申告が不要となるよう、年

末段階で調整が行われる仕組みとする。

（法律）



（経過措置の改善）

○ 特定口座への実額での株 ・ バブル期に高値で購入した株式を特定口座 ・ 平成４年末以前に取得された株式を特定口

式移管 に移管しようとしても、一律に「みなし取得 座に移管する場合、一律に「みなし取得価額

価額（平成１３年１０月１日の終値の８０％）」が 」を適用する現行制度を改め、保護預り口座

適用されるため、却って損をしてしまう。 から実額で移管することを可能とする。

（政令）

○ 特定口座への株式移管期 ・ 特定口座制度のメリットを十分に理解して ・ 特定口座制度の円滑な実施と投資家への十

間の１年間延長 から利用を開始したいのに、今年中に開設の 分な周知期間を確保する観点から、特定口座

申し込みをしないと、保護預り口座からの株 への株式移管期間を１年間延長し、平成１５年

式移管ができなくなってしまう。 中の開設の際にも、保護預り口座からの株式

移管ができるようにする。

（政令）

（個人住民税における取扱いの

改善） ・ 源泉徴収ありの特定口座を利用し、申告し ・ 特定口座制度の円滑な実施を図る観点から

○ 個人住民税における配偶 なかった場合、その株式譲渡益は、所得税で 、当面、個人住民税における配偶者控除等の

者控除等の控除の適用判定 は配偶者控除等の適用判定の際に考慮されな 控除の適用の判定上、上場株式等の譲渡所得

上の取扱い いが、個人住民税では考慮されるため、配偶 等についてはその判定基準である合計所得金

者控除等が所得税では適用される一方で、個 額に算入しないこととする。

人住民税では適用されないケースが生じてし （法律）

まう。



（取得日等の取扱いの改善）

○ 株式交換・移転があった ・ 株式交換や株式移転があった場合、当該株 ・ 特定口座への移管や優遇税制等の適用に不

場合の取得日の引き継ぎ 式の取得日はその交換・移転の日とする扱い 都合が生じないよう、株式交換や株式移転が

とされているため、昔から保有していた株式 あった場合でも、金銭交付を伴わない場合に

も取得日が変わってしまい、みなし取得価額 は従前の取得日が引き継げるようにする。

や長期保有株式に係る優遇税制等が適用でき （政令）

なくなってしまう。

○ 株式の取得価額が不明な ・ 取得価額が不明な株式について、平成１３年 ・ 取得価額が分からない株式があったとして

場合の取扱い ９月３０日以前に取得した株式については、「 も、平成１３年１０月１日前取得分と同日以後取

みなし取得費の特例」が設けられているが、 得分とを区分して取扱うことができることと

特例計算の基準日である平成１３年１０月１日を し、どのようなケースでも譲渡益の計算がで

またいで同一銘柄株式を取得した場合、取得 きるようにする。

費の計算をどうすればいいのか分からなくな ・ 取得価額の確認方法についても、あらため

ってしまう。 てパンフレット等を用いて明確化する。

（通達等）

（注）上記の他にも、例えば、

・ 特定口座へ受け入れられる株式の対象範囲を拡充し、贈与された株式のほか、ＥＢ債（他社株交換可能社債）の償還や株券オ

プション取引の権利行使により取得した株式等についても受け入れを可能とすること

・ 特定口座へ移管する株式の特定のため、前もって行われる出入庫の手間を軽減すること

・ 既に手続きを行っている投資家について、今般の見直し後の取扱いについても可能とすること

・ 所得税で源泉徴収を選択した特定口座に係る所得について、当面、個人住民税の申告義務を免除すること 等

要望に応じて種々の見直しを実施する。



　　　　特定口座の開設

　　　（１証券会社１口座）
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◎　特定口座内上場株式等に係る所得計算及び申告不要の特例の創設（平成14年度改正：所得税）
　　　　　　　　（平成15年１月実施：準備口座は平成14年9月実施）
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        　　　　　　　　　       　　現  行  の  経  過  措  置 （特定口座への移管が可能な上場株式等）

　　　　　　○　平成14年12月末（最終営業日）までに届出が必要

取得後保護預りを
継続していた上場株式等

（取得価額は平成13年10月1日の80％）

取得後保管換えや持ち込みによって
保護預りをしていた上場株式等

（取得価額は平成13年10月1日の80％）

取得後保管換えや持ち込みによって
保護預りをしていた上場株式等

（特定口座への受入れは不可）

取得後保護預りを
継続していた上場株式等

（買付け価格を基に取得価額を計算）

平成5年1月1日 平成13年10月1日 平成15年1月1日
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納税義務者が納税

＜特別徴収＞

証券会社が市町村に提出

納税義務者が市町村に申告

源泉徴収口座に係る所得
以外の所得を有しない者等、
一定の者については、申告
義務を免除。

（注）

＜普通徴収＞

特定口座の開設
（１証券会社１口座）

譲渡に係る
所得金額の計算

賦課徴収等

特定口座内上場株式等に係る課税の流れ（平成14年度改正：個人住民税）
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１

確定申告書を提出した場合
には、個人住民税の申告書
が 提 出 されたもの とみ な
される。

２


